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抄録 

 

目的：本研究では、主に日本の放射線科医の業務量を減らすことをめざして、世界の放射線科

に関するデータを統計的に比較した。 

方法：本研究では経済協力開発機構(OECD)加盟国によって公開された文献やデータを取得し、

放射線（診断）医数と医師数、CT・MRI 装置数、CT・MRI 検査件数、放射線科医の業務量など

について収集・分析を行った。 

結果：放射線科医数と CT・MRI 装置数は 26 カ国から得られ、そのうち CT・MRI 検査件数は 17

カ国から得られた。その結果、2004 年の日本の放射線科医数は人口 100 万人あたり 36 人、全

調査対象 26 カ国の平均値の 3 分の 1 であり、日本は最下位に位置することが明らかになった。

また日本における放射線科医の業務量（CT・MRI 検査/年間）は 6130 件と計算され、これは世

界平均（17 カ国で 1440 件）の 4.3 倍である。 

結論：この比較から、日本の放射線科医数は 26 カ国の中で最も少なく、業務量は全調査国の

中で最も多いことが明らかになった。そして、日本が質の高い医療を提供し続けるためには、現

在の 2.5 倍の 8614 人の放射線診断医が必要であることが示された。 
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訳注 

本論文は以下の論文の日本語訳です。 

Nakajima Y, et al. Radiologist supply and workload: international comparison. Rad Med 2008; 

26:455-65 

https://link.springer.com/article/10.1007/s11604-008-0259-2 

 

1. Radiologist を放射線科医、Diagnostic Radiologist を放射線診断医と訳すがほぼ同義であ

る。 



2. full-time board-certified radiologists の訳として、調査時に専門医機構の放射線科専門医

は始まっておらず常勤の学会認定放射線診断専門医と訳す。 

 

 

序論 

 

日本の放射線科分野の特徴は、CT・MRI 装置数と画像診断報告数の間の大きな解離である。

国民 1 人あたりの CT・MRI 装置数が最も多いにもかかわらず、放射線科医が出す画像診断報

告書の数は少ない。この大きな差異を縮めるためには、画像診断分野の診療報酬の改善が必

要である。 

日本では、CT・MRI 装置が多く(Fig.1) 1、 CT（Computed Tomography）や MRI（Magnetic 

Resonance Imaging）検査の待ち時間が比較的短く、高度な画像診断技術を利用しやすい環境

が整っている一方で、日本の放射線科医が不足している。2003〜2004 年のデータによると、ヘ

リカル CT 装置が設置された 7207 病院では、学会認定の常勤放射線診断専門医の雇用率は

16.3％に過ぎず、MRI 装置が設置された 4103 病院では、学会認定の常勤放射線診断専門医

の雇用率は 25.4％である(Fig.2) 2,5。その結果、放射線科医による CT・MRI 検査の読影率は

40％に過ぎない 2。このような放射線科医が不足している状況は、個人医院や小規模病院など

ではさらに深刻である（Fig.3）。小規模病院より提供される診断画像は、一般的に読影の質が

保障されていないと考えられる。 

 

 

 

Fig.1.人口 100 万人あたりの(CT・MR)装置数（主に 2004 年） 

日本では、多くの CT・MRI 装置が設置されているため、画像診断技術を利用しやすい。 

 



 

 

Fig.2.日本で CT・MRI 装置が設置された病院の放射線科医の雇用率 

常勤放射線診断専門医の雇用率は、CT 装置が設置された病院：16.3％、MRI 装置が設置され

た病院：25.4％である。（黒で示した部分）（主に 2004 年） 

 

 

 

Fig.3.病院規模ごとの常勤放射線科医とその画像診断報告書の割合 

黒丸：常勤放射線診断専門医数の比率、白丸：画像診断報告書の比率。 

診療所と総合病院の間では大きな格差が存在する。 

  



 

 

Fig.4.放射線科医数と放射線科医が作成した画像診断報告書の数を 1996 年の数で正規化した

グラフ 

白丸：画像診断報告書数、黒丸：放射線科医数。 

この図を見ると、放射線科医の仕事量が著しく増加していることがわかる。 

 

 

1996 年の診療報酬改定では、「画像診断管理加算」と呼ばれる支払い項目が追加され、常勤

放射線科医が作成した画像診断報告書に対する報酬が追加された。このことが、各病院が放

射線医を雇用し、画像診断を行わせる、最も重要な動機の一つとなった。それに従って、CT・

MRI検査における放射線科医の画像診断報告書数は 1996～2003 年の間に 3.2倍に増加した。

しかし、放射線診断専門医数は同期間に 1.5 倍しか増えておらず、放射線科医 1 人あたりの業

務量は増える一方であった（Fig.4） 6。 

言うまでもなく、放射線科医は放射線分野において、画像診断、撮影の管理、放射線被ばく管

理、検査手技のリスク管理、検査手技のリスクに対する患者の同意の取得など重要な役割を

担っている 7。放射線科医の不足の現状は改善の必要がある。諸外国における放射線科医数

や CT・MRI 検査件数に関する統計数値は、日本における適正な放射線科医数の参考になるは

ずである。 

この研究は、2007 年に日本放射線科専門医会（JCR）のワーキンググループによって行われ

たものであり、その概要は、JCR ニュースに掲載されている 8。 

 

 

  



方法 

 

調査対象国 

今回の調査では、経済協力開発機構(OECD)加盟国を対象に、CT・MRI 装置数や放射線医数

など医療データを調査した。CT・MRI 装置数や放射線医数は、OECD の出版物に記載されてい

る。今回の調査では、アジアを代表する国の一つとして、シンガポールも調査対象国に含まれ

ている。 

 

データの収集 

収集したデータは、放射線（診断）医数、CT・MRI 装置数、CT・MRI 検査件数などである。 

 

調査方法 

公開されている文献やデータは、インターネット上の文献検索システムや検索サービスを利用

して収集した。文献やデータの詳細は主に以下の通りである。 

⚫ 学会・専門家による統計的研究報告 

⚫ 放射線関連団体の Web サイト 

⚫ 学術論文、画像診断報告書、ポジションペーパー 

⚫ 日本の厚生労働省、諸外国の政府国際機関より発表されたデータ 

 

 

結果 

 

調査した 31 カ国のうち、（メキシコ、ニュージーランド、トルコ、ノルウェー、シンガポール）など 5

カ国は、放射線科医数や CT・MRI 装置数が不明であったため、後続の分析より除外した。 

26 カ国より取得されたデータは Table1 にまとめた 1,9-20。 CT・MRI 検査件数は 26 カ国のうち

17 国から取得され、以下のグラフは全て Table.1 から作成した。 

⚫ 100 万人あたりの放射線科医数（主に 2004 年）（Fig.5） 

⚫ 100 万人あたりの放射線科医数と 100 万人あたりの CT・MRI 装置数（主に 2002 年）（Fig.6） 

⚫ 放射線科医数と医師の総数（Fig.7） 

⚫ 100 万人あたりの CT・MRI 検査件数（主に 2002 年）（Fig.8） 

⚫ 放射線科医１人あたりの CT・MRI 年間検査件数（Fig.9） 

⚫ 放射線科医 1 人あたりの CT・MRI 年間検査件数：日本の放射線診断医数の推定値の再

計算（Fig.10） 

⚫ 放射線科医数と CT・MRI 年間検査件数（Fig.11） 

⚫ 主要項目の日本と世界平均値の比較（Table.2） 

 



 

 

Fig.5.人口 100 万人あたりの放射線科医数（主に 2004 年）。 

日本は国際平均値の 3 分の 1 である。 

 

 

 

 

 

Fig.6.人口 100 万人あたりの放射線科医数と CT・MRI 装置数（主に 2002 年）。 

 

  



 

 

 

Fig.7.放射線科医数と医師の総数 

人口あたりの放射線科医が不足している状況は、イギリス、アイルランド、韓国でも同様である。 

 

  



 

 

 

 

 

Fig.8.人口 100 万人あたりの CT・MRI 検査件数（主に 2002） 

日本はアメリカに次ぎ、CT・MRI 検査を最も多く実施している国であり、平均検査件数の 2 倍で

ある。 



 

 

Fig.9.CT・MRI 検査件数と CT・MRI 装置数 

 

 

 

 

 

 

Fig.10.放射線科医 1 人あたりの CT・MRI 年間検査件数 

日本は、放射線科医 1 人あたりの CT・MRI 検査を最も多く実施している国であり、人口あたりの

放射線科医が不足している。 

 



 

 

Fig.11.放射線科医数と放射線科医の CT・MRI 年間検査件数 

 

26 カ国中最下位に位置する人口あたりの放射線科医数 

 

26 カ国調査によると、人口 100 万人あたりの放射線科医数の平均値は 101 である（Fig.5）。

2004 年の日本の放射線科医数は 4598 人 10、人口 100 万人あたりの放射線科医数は 36 人で

ある。これを比較すると、日本の放射線科医数は調査対象の 26 カ国の平均値の 3 分の 1 であ

り、最下位のイギリスと同位になっている（Fig.5）。また、アイルランドと韓国の放射線科医も不

足しているが、これを反してギリシャ、デンマーク、イタリアでは、人口あたりの放射線科医数は

多い。同様の傾向は、2000 年に発表されたオーストラリアの労働力報告書にも示されている 21。

放射線科医数が最も多いギリシャでは、医師数が過剰であることが報告されており、実際に働

いている医師数は免許をもつ医師の総数よりもはるかに少ないことが知られている 24。 

 

 

 

CT・MRI 装置 1 台あたりの放射線科医数と医師数 

 

CT・MRI 装置１台あたりの放射線科医数も、放射線科医の業務量を評価するための重要なパ

ラメーターである。26 カ国の調査では、CT・MRI 装置１台あたりの放射線科医数の平均値は 3.3

人、日本はその 10 分の１の 0.3 人（Fig.6）である。日本の人口当たりの医師数は少ないが、さら

に人口あたりの放射線科医数は少ない。イギリス、アイルランド、韓国の放射線科医も同様に

少ない（Fig.7）。 



 

人口あたりの CT・MRI 検査件数が多いこと 

 

主に 2002 年のデータを中心に 17 カ国より CT・MRI 検査件数のデータを取得した。CT・MRI 検

査を最も多く実施しているのはアメリカ、次いで日本で、検査件数は 17 カ国の平均検査件数の

2 倍である（Fig.8）。図 9 に、CT・MRI 装置１台あたりの検査件数を示したが、日本は OECD 加

盟国に比べて、CT・MRI 装置の有効利用率の低さが明らかになった。 

日本では、CT・MRI 検査結果の 40％が放射線科医により読影されているが、ヨーロッパ諸国

の調査では、14 カ国のうちの 6 カ国ですべての画像診断報告書は放射線科医により作成され

ている。さらに、14 カ国の全ての CT 画像の読影、13 カ国の全ての MR 画像の読影をこれらの

放射線科医が単独で実施している（Table.3） ９。 

 

 

 

 

日本の放射線科医の多い業務量 

 

1 人あたりの CT・MRI 検査件数が放射線科医の業務量を評価できる指標となり、調査対象とな

った 17 カ国の平均値は年間 1440 件であることに対し（Fig.10）、日本は年間 6130 件で、調査対

象国の平均値の 4.3 倍となっている。同様に、検査件数が多く、放射線科医数が少ない国は、ド

イツ、アメリカ、カナダである（Fig.10,11）。 

 

データ分析におけるいくつかの問題点 

 

⚫ 放射線科医の専門性：国際的には「radiologist」という用語は一般的に「放射線診断医」を

指すが、放射線治療医を含む場合もある。「radiologist」という用語は様々な文献に出てい

るが、必ずしも正確に定義されているわけではない。調査した文献のほとんどでは、

「radiologist」という用語は主に放射線診断医を指しているようである。 

⚫ CT・MRI の検査件数：本研究では、CT・MRI の検査件数が重要な役割を果たしている。検

査件数に不一致がある可能性があるにも関わらず、解析には修正されてない数値を使用



した。 

⚫ データの日付：本来は、同時期のデータで比較することが理想であるが、本研究で使用し

たデータ源は定期的に更新されておらず、またある特定の目的のために収集されたもので

はないため、同時期のデータの収集は非現実的である。2、3 年間の範囲内のデータであ

れば、本研究のデータ分析に使用され、ほとんどのものが 2003～2004 年であり、一部

2002 年のデータも含まれている。このデータセットのデータを比較することで、放射線科医

数、CT・MRI 装置数、CT・MRI 検査件数などの傾向を示すための推定の基礎となる。 

⚫ アメリカにおける放射線科医数：文献では、いくつかの相違点がある。 

（a）放射線科医数：38,132 22 

（b）フルタイム換算の放射線科医数：23,000 23 

（c）23700 放射線診断医+4,300 放射線科医=28,000(2004 年) 15 

（d）米国放射線学会(ACR)の会員非会員を含め、2003 年に米国で活躍した放射線診断医、

IVR 専門医、核医学専門医の合計で 26,800 人（2003 年） 24 

（c）と（d）の数値は近く、１年しか違わないので、本研究では（c）のデータ 28,000 人を使用した。 

 

 

考察 

 

日本は調査対象国の中で、人口あたりの放射線科医数が最も少なく、放射線科医 1 人あたり

の業務量が最も多い国であった。日本放射線科専門医会は、日本の放射線科医不足の主な

要因を検討した。 

 

放射線科医の不足 

 

今回の調査では、日本は 1 人あたりの放射線科医数の比率がイギリスと並んで最も低いことが

明らかになった。日本ほど深刻ではないが、調査対象国となったいくつかの国では、今後の放

射線科医の不足を懸念し、ポジションペーパーや具体的な戦略書を立案している。その一部を

以下に示す。 

 

オーストラリア 

 

Royal Australian and New Zealand College of Radiologists (RANZCR)によるオーストラリアの放

射線科医に関する報告書（2000 年） 21 では、減少しつつある放射線科医の供給、放射線科医

の作業のやり方、画像診断の利用について、世界的に比較検討されている。この報告書では、

画像診断装置の利用率が年々増加し続けていることから、放射線科医の不足を警告している。 

報告書では、オーストラリアの放射線科医の年齢層が高く、人口あたりの放射線科医が不足し

ているなど、カナダと共通する特徴が指摘されている。国際的な比較では、オーストラリアの



100 万人あたりの放射線科医数は米国や欧州に比べて少ないが、イギリスや日本よりは多い。 

 

ヨーロッパ 

 

“Diagnostic Imaging”誌において、ヨーロッパにおける放射線学教育の標準化と放射線科医の

役割について報告された（2002 年） 25。 European association of radiology（EAR）が 1997 年に

放射線科医の役割を詳述した「イエローブック」というガイドラインを発行し、ヨーロッパの多くの

国では、特に研修の際には、このガイドラインを参考にしている。 

 

イギリス 

 

イギリス放射線科医協会による現在の放射線科医の業務量の調査によると(2002) 26、放射線

技術の進歩に伴って CT・MRI 検査件数も増え、また患者の年齢が高ければ高いほど検査に時

間も長くなることがわかってきた。この研究により、放射線科医の業務量の増加が画像診断の

質の低下を引き起こす原因となる可能性が示唆された。2001 年の放射線科医数の水準の約

1.6 倍（合計 3,200 人、人口 100 万人当たり 54 人）に増やすことを推奨した。また、土日や夜間

の診療を可能にするためには、放射線科医数を 3 倍に増やす必要がある（合計 6,000 人、人口

100 万人あたり 101 人）。報告書では、短期的解決策だけではなく、長期的解決策として、放射

線撮影に対するスキルミックスのアプローチ、効率を最適化するための画像アーカイブおよび

通信システム（PACS）の拡大、その他の情報技術支援メカニズム、海外からの有能な放射線

科医の採用、早期退職者を対象とした柔軟な勤務規則などを推奨している。 

 

カナダ 

 

カナダ放射線科医協会（CAR）の会長は、人材不足、スタッフの高齢化、MRI の待ち時間の長期

化（3～9 ヶ月）、CT・MRI 装置の老朽化など、放射線科分野は危機に瀕していると述べていた

（1999 年) 27,28。 

カナダの連邦政府は、人口 100 万人あたり 77 人の放射線科医の比率を推奨している。しかし、

放射線科の年間の卒業者数が 2 倍に増加しない限り現状は改善されないだろう。 

 

結論として、これらの記事に書かれている主な問題点は、放射線科医が不足している国に共

通するものである。論文では、質の高い診断画像を提供するためには、人口 100 万人あたり 70

～80 人までの放射線科医が必要であることを推奨した。 

 

日本は世界ランキングでは最下位に位置する 

 

日本では放射線科医の不足はより深刻な問題になっている。さらに、前述のように、日本にお



ける「radiologist」という用語には、IVR 専門医や放射線診断医やすべての放射線専門分野が

含まれている。 

本調査では、画像診断に焦点を当てて、放射線診断医数を推定し値を算出した。日本放射線

腫瘍学会（JASTRO）の 2004 年の報告によると 462 名の放射線治療専門医が在籍している 29。

また、インターベンショナルラジオロジーを専門とする（IVR 専門医）放射線科医は 200 名と推定

された（滝澤 健一氏の推定）。CT・MRI 装置がない病院で勤務している放射線科医は 476 名

であった 2,3。その結果、放射線診断医数は 3460 人となり、人口 100 万人あたり 27 人となった。

これにより、日本の放射線診断医の業務量は 8175 回/年/放射線科医となり、日本を除く 16 カ

国の平均である 1440 回/年/放射線科医の約 5.7 倍となる（Fig.12）。 

 

 

 

Fig.12.放射線科医 1 人あたりの年間 CT・MRI 検査件数（日本の放射線診断医の推定値を再計

算したもの） 

すべての CT・MRI 検査結果を放射線科医が読影した場合、実際の業務量は年間 8175 件とな

る。 

 

日本における CT・MRI 検査件数増加の理由 

 

最近の OECD の調査によると、日本の医師不足は危機的な状況に達しており、人数の少ない

医師が多くの患者を診療しなければならない 30。 

病院外来診療科の医師は非常に多忙であり、患者の診療に費やせる時間は非常に短い。この

ような状況下では、診察の過程で客観的な情報を付加するために、CT・MRI などの画像診断検

査に依存度が高くなっているのではないだろうか。また、画像診断は医療過誤訴訟を避けるた

めの予防策として行われる傾向にある 31。 

患者の希望も根本的な原因の一つと考えられる。患者自身も画像検査を希望する理由として

は、日本の画像検査は比較的値段が安い。全ての患者が日本の国民健康保険に参加入し、

自分自身が負担する金額が高くない（＜頭部 CT30US ドル）。また、日本では、画像診断の適切

な使用方法や読影方法に関する効率的なガイドラインがないことも理由の一つとして考えられ



る。 

 

医師の超加勤務 

 

2006 年の長谷川氏によると、病院で常勤医師の平均勤務時間は週 63.3 時間（放射線科医は

週 57.8 時間）である 32。これはヨーロッパ諸国に比べても非常に長い。OECD 諸国の医師の労

働時間に関するデータによると、ベルギーの医師の労働時間が最も長く、週 46 時間（範囲 38～

46 時間）であった。1993 年の労働時間規則は欧州の労働時間を規制し、上限を週 48 時間と定

めている 33。この規則も医師の労働時間に影響を与えているようだ。オーストラリア（週 58.5 時

間 21 （1998 年）、アメリカ(週 58.5 時間 23 (2001 年）、オーストラリアやアメリカはヨーロッパに比

べて労働時間が長いため、両国とも日本と同じような苦境に立たされている。 

ここで問題となるのは、実際の医療行為に費やす時間と実際の医師の診療時間の関係である。

長谷川氏によると、日本で実際に患者の診断・治療に費やしている時間は、医師の総労働時間

の 60％、平均 40 時間である(Fig.12) 32。今回の調査では、4 つの大学病院の医師 1093 人を含

む 239 病院の 6650 人の医師の回答を集計したので、「教育」に費やす時間は少し少ないと思

われる。仮に教育時間を差し引くと、医療に費やす時間の割合はさらに減ることになる。本報告

書では、病院での診療以外の業務（委員会、学会など）、教育、研修、外来患者の増加などが、

業務量の増大につながっていると思われる 32。 

また日本では、医療現場で臨床的や管理的サポートを行う事務スタッフが不足している。最近、

上記の問題について中央社会保険医療協議会でも議論された 34。このように、様々なカテゴリ

ーのスタッフがそれぞれのスキルを組み合わせて協働して医療を提供する「スキルミックス」の

取り組みを率先して行っている国もある。 

Table.4 は、日本と米国の病院の規模やスタッフの人数を比較したものである。病床数はほぼ同

じであるにもかかわらず、医師や医師助手数が米国に比べて圧倒的に少ないことがわかる。 

 

 

日本での画像診断の質を高めるためには、何人の放射線科医が必要だろうか？ 

 

CT・MR 画像とそれに伴う事務作業も含めて、1 日で何症例の画像を読影できるのだろうか？日

本医学放射線学会の調査によると 36、1 日平均 30 件の画像診断報告書が出ており、その内訳



は CT15 件、MRI10 件、単純 X 線検査 5 件以下となっている。 

上記のデータから、(1)1 日あたりの CT・MRI 読影件数を 25 件 36、(2)医師が実際に患者の診断・

治療に費やしている時間を総労働時間の 60％と仮定して、必要な放射線診断医数を推定した

32。 

 

出勤日数は、土日、祝日、20 日の有給休暇、10 日の学会出席日を除いて 218 日とした。 

1 人あたりの放射線診断医が 1 年間に読影する数は： 

（1 日あたりの読影数）×（1 年間の勤務日数）×0.6＝3270 回/放射線科医/年 

年間の全 CT・MRI 検査件数 28169448 件(2004 年)を上記の数で割ると、必要な放射線診断医

数がわかる。 

 

 

 

上記で得られた結果によって、必要な放射線科医数は現在の 2.5 倍が必要であることが示され、

人口100万人あたりの放射線診断医が90人に相当し、いくつかの国の推奨レベルと一致する。 

日本では、CT・MRI 装置が設置された病院の常勤放射線診断専門医の割合は、MRI が設置さ

れた病院では 26％ ２、ヘリカル CT を設置された病院では 16.3％ 3。適切な装置の配置と放

射線診断医による読影や管理を円滑に行うためには、放射線科医数を増員しなければならな

い。 

必要な人材を確保するためには、経済的インセンティブも重要な役割がある。日本とアメリカの

頭部 MRI 検査の診療報酬水準（検査・読影）を比較すると、日本の方がはるかに低い 37。CT や

MRI の撮影だけで 4500 円の診療費が支払われているのに対し、常勤放射線診断専門医によ

る検査・読影にはその 1～2 割しか支払われてない。この配分は、医療の質と照らし合わせて不

公平である。常勤放射線診断医の報酬体系を見直し、画像診断報告書のための追加料金を含

めるように改定すべきである。 

 

 

結論 

 

放射線科医の供給と業務量を国際的に比較すると、日本では放射線診断医が圧倒的に不足し

ている。 

１） 人口 100 万人あたりの放射線科医数：17 カ国の平均値 101 人に対し、日本は 27 人。 

２） 放射線診断医の業務量；17 カ国中最大。 

３） 少なくても、現在の 2.5 倍の放射線診断医が必要。 



現在の高度な医療環境において、画像診断の質を維持するために、放射線科医の役割が非

常に重要である。放射線科医は、高度な画像診断技術の効率的な利用とリスク管理に責任が

あり、画像診断の質を向上させるには、経済的インセンティブが必要である。 
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